
2023年保険業界の展望 
日本の見解 

2022年3月期の日本の保険業界の業績は素晴らしいものであった。金融庁が公表している主要生損保の決算の状
況によると生保業界、損保業界とも収入保険料、利益（生保は基礎利益、損保は経常利益）とも増収・増益を
実現している。本稿記載のとおりコロナ禍を乗り越え、これまでやらなければならないが劣後していた取り組みもむしろ一
気呵成に推進し、財務面でも成果を挙げているといえる。 

一方で、昨今の経済環境の急速な変化は保険業界がより中長期的視座で対処しなければならない課題を浮き彫り
にしている。今回デロイトがグローバルで発刊した『2023年保険業界の展望』は、そういった中長期的かつ本質的課題に
ついて焦点をあてている。 



本稿では、損害保険、生命保険、団体保険の各分野
のトピックスに加え、人的資源、テクノロジーといった経営
資源の持続可能性に関するトピックス、さらにはサステナ
ビリティ、M&A、新会計基準といった重要な経営アジェ
ンダにおけるデロイトグローバルの見立てについて言及して
いる。独特の協調的な業界システムを構築してきた日本
の保険業界ではあるが、あらためてグローバル市場の動向
をみると、日本市場が参考にできる要素が多い。

損保・生保ともインフレや資本市場の逼迫、あるいは保
険市場のソフト・ハード化サイクルといったマクロエコノミック
ファクターの影響にダイレクトに晒され、いち早くアクション
を起こしている海外保険会社の状況把握能力、俊敏な
対応能力は日本の保険会社にとっても学ぶものが多い。
福利厚生的なアプローチが推進されている海外の団体
保険マーケットでの取り組みは、日本保険会社の団体・
職域マーケットでのビジネス維持・拡大に多くの示唆をも
たらすであろう。人材獲得のための制度・働き方の改革
や企業文化の改革は終身雇用、年功序列といった独
特の慣習を築いてきた日本の保険会社にとっても人的
資源は最も根が深い課題の一つである。業務の効率化
か顧客体験の創造に軸足を移し、クラウドプラットフォー
ムへ移行している海外保険会社の取り組みは、日本の
保険会社の良き先鞭となるであろう。サステナビリティに
関する取り組みについて、ルールや社会的な要請への対
応から、これらの取り組みをいかにして自社の差別化、競
争優位に変えていくかという観点は、まさに日本の保険
会社にも求められる論点である。

代理店やブローカーによるＭ&Aの活発化が日本において
も起こった場合、日本市場にも大きなインパクトをもたら

すであろう。国際的な開示規制への対応は財務情報の
みならずESGの観点でも拡大しており、これらの対応も海
外保険会社が先行している。このような思考を巡らせ本
稿を読み解くと、あらためてグローバル市場から得られる
日本市場への示唆の多さを実感する。 

この約10年間保険業界が進めてきたデジタル化は一種
の壮大な実験であったともいえる。この実験は新型コロナ
ウイルス感染症という予期せぬ事象により節目を迎え、こ
れからはこの実験で得られた学びをもとに、まさに長期的
な成功実現に向けて取り組みを開始するタイミングである。

日本の保険会社がこのタイミングで取るべきアクションは
以下の3点ではないか。 

① これまでのデジタルトランスフォーメーションとそれを加
速させたコロナ対応を踏まえ、あらためて今までの取り
組みを振り返り、何がうまくいって何がうまくいかなった
のか、その成果を評価する

② 上記の評価を踏まえ、今後中長期的視点で持続的
成長を実現するために、各社がフォーカスしていくべき
取り組みが何かを検討する

③ 持続的成長を実現するためのアセットづくりに取り組
み、オペレーションを変えるだけでなく、今後数十年に
わたり変動する事業環境を乗り越えていくための強
みを形成する

2023年が日本の保険業界の持続的発展に向けた基
盤づくりにおいて、大きな意義を持つ年になることを期待
する。 
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